




時間最大遮断 遮断時間 歩行者交通量 踏切交通遮断量

時間（分） （時間）Ａ （人/日） （台時/日）Ａ×Ｂ

① 11.0 m 22 4.6 1,711 4,499
② 20.0 m 17 3.4 1,701 103,316 ○
③ 7.0 m 18 3.7 1,999 2,609
④ － 11.0 m 26 4.8 3,873 3,398
⑤ 14.0 m 30 5.5 305 47,531 ○
⑥ 25.0 m 16 2.9 3,604 30,731
⑦ 6.0 m 20 3.9 533 4,473
⑧ 6.0 m 20 3.8 197 0
⑨ 6.0 m 22 4.3 1,305 1,802
⑩ 8.0 m 31 5.5 8,332 15,191
⑪ 5.5 m 21 3.6 2,406 0
⑫ 4.5 m 25 4.4 571 493
⑬ 40.0 m 21 4.3 4,758 108,119 ○
⑭ 8.0 m 21 3.8 586 13,095
〈注1〉 ⑮ 産業道路第4踏切道は残存
〈注2〉             ： 幹線道路踏切（国道、都道府県道、都市計画道路の踏切）
〈注3〉             ： 幹線道路踏切かつ、ボトルネック踏切（踏切交通遮断量５万台時／日以上もしくは時間最大遮断時間４０分以上の踏切）

産業道路第２ 田町２号線 3,446

東門前第３ 東門前11号線 112
産業道路第１ 東京大師横浜線 25,144

東門前第１ 東門前６号線 2,762
東門前第２ 東門前８号線 0

川崎大師第３ 大師本町５号線 0
川崎大師第４ 東門前１号線 419

川崎大師第１ 国道409号 10,597
川崎大師第２ 大師本町３号線 1,147

港町第１ 港町１号線 705
港町第３ 708
鈴木町第１ 鈴木町１号線 8,642

京急川崎（大）第１ 本町８号線 978
京急川崎（大）第２ 国道409号 30,387

京浜急行大師線連続立体交差事業概要

平成27年1月調査

踏切道名称 道路名 幅 員
自動車交通量 緊急対

策踏切（台/日）　Ｂ

○都市計画決定 平成５年６月

○事業認可 平成６年３月～平成３６年度

(川崎大師駅～小島新田駅）

○延長 約５ｋｍ（地下式約４．５ｋｍ、地表式約０．５ｋｍ）

○踏切除去数 １４箇所（内幹線道路踏切４箇所）

○駅数 ８駅（内 新駅１）
○１期①区間 東門前駅～小島新田駅間 （延長 約１．２ｋｍ）

産業道路立体交差化完了 平成３０年度
１期①区間完成 平成３１年度

事 業 概 要 踏 切 状 況

掘割区間現在線直下区間
川崎縦貫道路並行区間

国道15号線交差部

時間帯別運転本数

駅 名 乗降人数
港 町 4,856
鈴木町 8,342

川崎大師 16,877
東門前 12,002

産業道路 8,747

小島新田 21,155

合 計 71,979

駅別１日平均乗降人員

（平日・上り）

（京急川崎～小島新田）

終 日 133 本

朝夕ピーク１Ｈ 12 本

データイム 6 本
(10分間隔)

(5分間隔)
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第１期事業区間約1.9km （現線区間）第２期事業区間約3.1km （別線区間）

8

大師
ＪＣＴ

京浜急行大師線
連続立体交差事業

現 在 線

都市計画道路

高速川崎縦貫線

除却される踏切道141

【凡 例】

（工事中）
高速川崎縦貫線

（都決済）
高速川崎縦貫線

（Ⅱ期計画）
京浜急行大師線
鈴木町すりつけ

鈴木町すりつけ区間

１ 期 ② 区 間 略 図

東門前駅 産業道路駅 小島新田駅

１期①区間 Ｌ=約1.2km

暫定すりつけ

鈴木町すりつけ

東門前駅川崎大師駅鈴木町駅

１期②区間 Ｌ=約1.2km

平成25年度データ

1期①区間 約1.2km
２期区間 約2.9km（別線区間）

1期②区間 約1.2km

川崎市総合都市交通計画 （平成２５年３月）
○１期①区間 A事業 １０年内に事業完了を目指す事業

○１期②区間 B事業 １０年内に工事着手を目指す事業

○２期区間 C事業 ２０年内に工事着手を目指す事業

１ 期 ① 区 間 略 図

川崎市総合計画 （平成２８年３月）

○平成29年度 １期②区間の工事着手
○平成30年度以降 １期①区間の産業道路立体化（H30年度),完成(H31年度)



京浜急行大師線連続立体交差事業　事業認可及び施行協定の推移

平成２８年８月 増額（予定）
約１８０億円の増額（約４６２億円⇒約６４２億円）

区間：１期①区間 （小島新田駅～東門前）

概算事業費：約６４２億円

平成６年３月 都市計画事業認可

区間：全線（小島新田駅～京急川崎駅）

概算事業費：約１，４７０億円
国庫補助金：約３８０億円（２６％）
市負担額：約１０１７億円（６９．０３％）
鉄道事業者負担額：約７３億円（４．９７％）

平成９年６月 施行協定締結

区間：第１期事業区間（小島新田駅～川崎大師駅手前）

概算事業費：約５３６億
国庫補助金：約２４１億円（４５％） 市負担額：約２７７億円（５１．５６％）

鉄道事業者負担額：約１８億円（３．４４％）

平成１５年３月 施行協定変更

１期①区間の設定 （産業道路踏切の除却の早期効果発現）

区間：第１期事業区間（小島新田駅～川崎大師駅手前）

概算事業費：約５３６億円 （内１期①区間事業費：約３３７億円）

国庫補助金：約２４１億円（４５％） 市負担額：約２７７億円（５１．５６％）

鉄道事業者負担額：約１８億円（３．４４％）

平成２３年３月 施行協定変更
増額変更 約１１６億円の増額（約５３６億円⇒約６５２億円）

区間：第１期事業区間（小島新田駅～川崎大師駅手前）
概算事業費：約６５２億円
（内１期①区間事業費：約４６２億円（約３３７億円⇒約４６２億円 約１２５億円の増額））
国庫補助金：約２８４億円（４４％） 市負担額：約３４６億円（５２．５６％）
鉄道事業者負担額：約２２億円（３．４４％）

平成１５年３月 都市計画事業認可変更 （期間延伸）

区間：全線（小島新田駅～京急川崎駅）

概算事業費：約１，４７０億円

国庫補助金：約３８０億円（２６％）

市負担額：約１０１０億円（６８．５６％）

鉄道事業者負担額：約８０億円（５．４４％）

平成２８年３月 都市計画事業認可変更 （期間延伸及び区間の変更）

区間：小島新田駅～川崎大師駅 （２期区間の事業休止）

概算事業費：約９７０億円
国庫補助金：約４６５億円（４８％）
市負担額：約４７９億円（４９．３６％）
鉄道事業者負担額：約２６億円（２．６４％）

1期①区間

２期区間

1期②区間

施行協定区間

全 線

鈴木町すりつけ区間

都市計画事業認可（神奈川県認可） 施行協定（川崎市－京浜急行電鉄）
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１期①区間（小島新田～東門前）　事業費の変遷

１９１億円の増額協議に対する検証

⇒１８０億円増額が妥当（約３９％の増）

鈴木町すりつけ区間

1期①区間 約1.2km1期②区間 約1.2km

1期②区間（東門前～鈴木町）

・川崎大師駅周辺の踏切除却による整備効果の

早期発現の観点から新総合計画第３期

実行計画（平成23年3月）に位置づけ

・事業費については現在算出中

平成１５年３月 １期①区間の設定

（産業道路踏切の除却の早期効果発現）

１期①区間事業費：約３３７億円
国庫補助金：約１５２億円（45％）
市負担額：約１７３億円（51.33％）
鉄道事業者負担額：約１２億円（3.67％）

平成２３年３月 約１２５億円の増額変更

１期①区間事業費：約４６２億円（約337億円⇒約462億円）

国庫補助金：約２０８億円（45％）
市負担額：約２３８億円（51.45％）
鉄道事業者負担額：約１６億円（3.55％）

平成２８年８月 約１８０億円の増額（予定）

１期①区間事業費：約６４２億円（約462億円⇒約642億円）

国庫補助金：約３０４億円（4７％）
市負担額：約３１６億円（49.57％）
鉄道事業者負担額：約２２億円（3.43％）
増額約１８０億円の内訳
国庫補助金：約９６億円（53％）
市負担額：約７８億円（43.57％）
鉄道事業者負担額：約６億円（3.43％）

平成６年３月 都市計画事業認可 区間：全線（小島新田駅～京急川崎駅） 概算事業費：約１，４７０億円

国庫補助金：約３８０億円（２６％） 市負担額：約１０１７億円（６９．０３％） 鉄道事業者負担額：約７３億円（４．９７％）
至京急川崎

平成９年６月 施行協定締結 区間：第１期事業区間（小島新田駅～川崎大師駅手前）

概算事業費：約５３６億円 国庫補助金：約２４１億円（４５％）

市負担額：約２７７億円（５１．５６％） 鉄道事業者負担額：約１８億円（３．４４％）

平成２３年３月 施行協定締結 区間：第１期事業区間（小島新田駅～川崎大師駅手前）

概算事業費：約６５２億円（約５３６億円⇒約６５２億円） 国庫補助金：約２８４億円（４４％）

市負担額：約３４６億円（５２．５６％） 鉄道事業者負担額：約２２億円（３．４４％）

追加資料３



１ 連続立体交差事業について 

 連続立体交差事業は、都市部における道路整備の一環として、道路と鉄道との交差部において、

鉄道側を高架化または地下化することによって、多数の踏切を一挙に除却し、踏切渋滞や踏切事

故を解消するなど、都市交通を円滑にするとともに、鉄道により分断された市街地の一体化を促

進する事業である。

  また、連続立体交差事業は、地方公共団体が都市計画事業として実施し、高架化または地下化

に伴う受益分の負担を鉄道事業者より受けて実施する事業である。

２ 京急大師線連続立体交差事業の実施の背景及び目的について 

京浜急行大師線は川崎都心部と臨海部を結ぶ路線であり、市民生活や産業活動を支える重要な

鉄道である。しかしながら、主要地方道東京大師横浜（以下「産業道路」という。）や国道４０

９号をはじめとする本路線の踏切は、交通渋滞や歩行者の安全性の阻害の大きな要因となってい

たことから、H５年の都市計画決定を受け、事業を進めている。

京浜急行大師線連続立体交差事業は、このような現状の抜本的な解決を図るための事業であり、

京急川崎駅～小島新田駅までの延長約５ｋｍの京浜急行大師線のほぼ全線を地下化することに

より、合計１４ヶ所の踏切を除却する事業である。

この事業により、道路交通の円滑化、踏切事故の解消、地上の鉄道がなくなることによる地域

分断の解消等、地域の一体的な発展に寄与する事業である。

３ 事業の実施手法について ～整備効果の早期発現に向けた段階的整備の実施～ 

 連続立体交差事業の整備には、長い期間を要することから、本事業は、整備効果が最も高い、

産業道路の踏切を先行して除却することとし、平成１８年から１期①区間（小島新田～東門前）

の工事を実施している。 

   同様に、川崎大師駅周辺の踏切除却による整備効果の早期発現の観点から、平成２３年に現在

線の鈴木町駅にすり付ける１期②区間（東門前～鈴木町）の位置づけを行っており、２期区間（川

崎大師～京急川崎）と併せ、３つの事業区間に分割し、整備を推進することとしている。 

事業区間 

① １期①区間（小島新田～東門前） 

② １期②区間（東門前～川崎大師 鈴木町すり付け） 

③ ２期区間（川崎大師～京急川崎） 

４ 事業の経過について

京浜急行大師線連続立体交差事業 事業の目的及び経過 

追加資料１



○検証結果一覧

項目

物価高騰 物価高騰 物価高騰による、労務単価・資材価格等の上昇

基準改定 諸雑費等 基準改定、積算の見直しによる、経費率の増

工期延伸 損料等 工期延伸による、仮設材賃料・借地料等の増

A 土留杭打設工等 10 10 土質が想定より悪かったことによる、土留杭の長さの増（約17.5ｍ→約19.0ｍ）等

B 底版改良等 13 13 土質が想定より悪かったことによる、施工範囲の増（約9,600m2→約9,900m2）等

C 土工等 16 16 発生土の含水比率が高かったことによる、中間処理費の増（0m3→約6万m3）等

D 線路切替工等 24 24 用地取得状況から作業ヤード用地の確保が困難になったことによる、工法変更等

E 躯体構築等 29 29 暫定切替により構造（BOX→U型）を変更したことによる、鉄筋及びｺﾝｸﾘｰﾄ強度の増等

追加工事 18 18 近隣住民要望による防音壁の設置や、地下埋設物の移設・撤去の増等

付帯工事等 32 32 土木工事の変更に伴う電気設備工事の増及び事業進捗に伴う建築工事の増等

⑬～⑮

⑯～ 

～ 

～ 

～ 

①

②③

④

⑤～⑪

⑫

工種

  土質条件の変更   施工条件の変更

○工法及び数量変更の主な要因

合計 191 180

工法及び
数量変更

Ⅰ土質条件 39

142

39

142
(約８割)

Ⅱ施工条件 103 103

物価高騰等

19

49

18
38

(約２割）
21 11

9 9

検証結果の概要

検証内容
検証前 検証後 内容

要因

まちづくり委員会で配布
した「資料３」の項目番号

（単位：億円）

東門前駅

小島新田駅

第１工区 第２工区 第３工区 第４工区

暫定整備区間

事前調査時のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ位置

工事着手時のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ位置

約500m 約300m

土質条件の主な変更内容

○Ｎ値：地盤の硬さを示す指標で、数字が大きいほど地盤は硬い

（変更前）Ｎ＝２０ （変更後）Ｎ＝７

○粘着力：土粒子を互いに結合している力で、数字が大きいほど結合力が強い

（変更前）Ｃ＝６０ （変更後）Ｃ＝４０

○含水比：土中に含まれる水分の割合で、数字が大きいほど水分の割合が多い

（変更前）Ｗ＝５６ （変更後）Ｗ＝６６

施工条件の主な変更内容

○計画していた作業ヤード用地が確保できなかった

作業ヤード整備箇所 平面図

Ⅱ施工条件Ⅰ土質条件

土質調査箇所 平面図

産業道路駅

想定よりも軟弱な地盤

であることが判明した
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工法及び数量変更の主な内容

・発生土の含水比率が想定よりも高かった（Ｗ＝５６→Ｗ＝６６）
　ことによる、中間処理費の増（０ｍ3→約６万ｍ3）等

・土質が想定より悪かったことによる、土留杭の
　長さの増（約17.5ｍ→約19.0ｍ）等

・土質が想定より悪かったことによる改良範囲の増
　（約9,600m2→約9,900m2）
・大型クレーンを設置する作業ヤード用地が確保できなかったこと
　から小型クレーンでの作業になったことによる、施工方法の変更
　に伴う工事費の増等

・線路切替えとは、一晩のうちに線路を移動させて列車運行位置を
　切替える工事
・地下切替の際に、地下から地上に出てくる箇所において、地上の
　線路を撤去しないと、列車の走行に支障が生じるため、地上の線
　路を撤去する必要がある（右の縦断図を参照）
・当初はクレーン車による作業を想定していたが、作業ヤード用地
　の確保ができず、クレーン車の設置が困難になったため、ジャッ
　キアップ作業に変更になったことによる工事費の増
　（下の「変更前」・「変更後」を参照）

　・暫定切替により構造（BOX→U型）を変更したことによる、
　　鉄筋及びｺﾝｸﾘｰﾄ強度の増等

変更前 変更後

杭長の増

土留

大型クレーンで

線路上部から地

盤改良機を設置

するため作業効

率が良い。

小型クレーンで

狭い空間で地盤

改良機を設置す

るため作業効率

が悪い。

変更前 変更後

底盤改良箇所

運搬後の発生土

液状化

発生土が処分場で受け入れてもらえず、仮置き

場での乾燥作業等が必要になった。

変更前 変更後

躯体

当初クレーン車配置計画 平面図

借地できた用地 借地できなかった用地

クレーン車で

線路を撤去

軌道内に

ジャッキを設

置してジャッ

キアップ
クレーン車

Ｅ 躯体構築等（約２９億円）

ＢＯＸ断面 Ｕ型断面

Ｄ 線路切替工等（約２４億円）

運搬前の発生土

縦断図

切替工 施工箇所

変更前 変更後

Ａ 土留杭打設工等（約１０億円）

Ｂ 底版改良等（約１３億円）

Ｃ 土工等（約１６億円）

Ⅰ土質条件 Ⅱ施工条件

追加資料５



鉄道事業者の費用負担について 他都市の地下化連続立体交差事業の事例　

地下化連続立体交差事業の一例

追加資料６


